
      

１．現在の中国には多様な合作社（協同組合）が展開している。このうち，供銷合作社（購買販売

組合）や農村信用社等は，50年代に設立されたが文革時代に国営部門に統合され，80年代に農村

合作社として復活した。他方，80年代に入って，市場経済体制への移行によって農村部では新た

な農民合作経済組織が展開してきている。

２．新しい農村合作経済組織に関して，その名称や対象に関して混乱が見られる。また，その登記

窓口も工商管理部，民生部，農村経済管理部系統などまちまちである。その背景には，農村合作

経済組織の多様性とともに，中国の現行法律に合作社を対象とした法人規定が無いこと，その推

進機関が供銷社系統，農村経済管理部，科学技術委員会など多様であり，横断的な調整も欠けて

いるという問題がある。

３．新興の農民専業合作社は，供銷社が不分割資産を根拠とする「集団所有制」であるのに対し

て，社員の個人出資によって設立され，合作社財産の社員利用・処分権を前提とする近代的協同

組合としての特質を持つ。但し，現行中国憲法では「合作社」＝「集団所有制経済」という規定

であり，不分割基金（集団財産）制を否定した「合作社法」の制定可能性については，集団経済

に依存した農村財政問題とも関連して不透明である。

４．狭義の農民専業合作社の展開形態をその推進主体の性格から４つに分類できる。このなかで，

現在の代表的形態は，地方政府に先導された郷村集団企業型である。そのばあい，政府の支援や

保護は「経営干渉」と裏腹であり，政府幹部の姿勢によっては本来の農民協同組織から大きく乖

離している。そこには，集団所有制の供銷社のばあいと共通した問題が見られる。

中国農村合作経済組織の企業形態と諸類型
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　中国農村では，今日，多様な合作経済組

織（協同組合）が展開している。これまで，

農村信用社や供銷社，農民協会の実態につ

いては，概況ないし事例紹介的な日本語文

献が散見されるようになってきた。但し，

中国合作社の鳥瞰的な把握に加えて，各種

合作社間の相違や企業形態的な特質につい

てはまだ曖昧な理解に置かれている。本稿

では，主に中国語文献に依拠して，農村合

作経済組織を対象としてこの課題にアプ

ローチしてみたい。

　

　

　

　最初に，中国における合作社の展開状況

について概観しておきたい。

　まず，現在の共産党指導下の革命政権が

誕生する以前，中国では西欧及び日本の協

同組合思想や経験の影響を受けて，国民党

や共産党によって多様な合作社が展開して

いた。さらには，中国大陸に

侵略した日本軍によっても占

領軍傀儡の合作社が数多く設

立され，地域によってはそれ

ら三者系統の合作社が入り乱

れて併存していた時期もあっ

た。

　そして，1949年の新中国の

成立を契機に，中央政府の方

針によって多様な合作社の設

立が全国的に推進されてい

く。50年代初めには，農業生

産合作社や消費合作社，信用

合作社，農村供銷合作社（購買・販売組合），

手工業合作社などが誕生した。その後，毛

沢東の指導のもとに，中央の合作社政策は

農業生産合作社化運動に傾斜し，初級合作

社から高級合作社化の段階を経て，58年の

人民公社運動につながっていく。一方，60

年代後半からは，工業や商業，金融部門の

国営化が進展し，ここにおいて合作社運動

は中央の主要政策から消えていった。

　その後80年代に入ると，改革開放政策の

もとで，信用合作社や供銷合作社は国営セ

クターから離れ民営化に移行した。そし

て，政策的には再び大衆組織としての合作

経済化をめざすことになった。それと並行

し，市場経済の拡大に対応して，従来の農

村合作社とは異なる新しいタイプの合作経

済組織が展開してきた
（注1）
。近年では，50年代

半ばに一時消滅した消費合作社も復活して

いる。いま，これまでの合作経済組織の展

開過程を概括的に示すと，第１図のように

１．中国合作社の多様な展開
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第1図　中国合作社の展開過程（新国家成立以降）

(注)　筆者の整理による。

1950年 1960 1970 1980 1990 2000(現在)

消費社

（民営）

（民営） （国営）

（国営）

（民営） （国営）

農業生産合作社
人民公社

職域(工会)消費社

合作基金会(現在は解散)
地区性合作経済組織
株式合作制企業

手工業合作社
農村専業社(専業協会)
農工業等生産社

都市消費社
供銷社
農村専業社
農村信用社
都市信用社



      

整理できる。以下，それぞれの合作組織に

ついて簡単に紹介してみよう。

　まず，家庭生産請負制や市場経済の進展

とともに，80年代前半から新たな組織形態

の農村合作社が展開している。その事業形

態や呼称は多様であるが，経済実体を持つ

組織に限れば農産物の共同販売や生産資材

の共同購買事業を中心とし，一般には農村

専業合作社ないし農民専業協会などと呼ば

れている。それは，農村供銷社が地域組合

的組織として生活購買事業も行う総合経営

であるのに対し，同一作目生産者の組織で

農業関連事業に特化している専門農協と類

似している。

　農業部の統計「全国農村専業性合作及び

連合組織状況統計表」（農業部［1］）によれ

ば，農民専業協会（技術研究会等含む）は93

年時点で９万５千社だという。なお，農村

専業合作経済組織のなかには，農民専業合

作社（利用協同組合）のほかに，農業，工

業，商業等での生産合作社（生産・事業協同

組合）が含まれる。上記の農業部統計によれ

ば，その組織数は共同経営型（「生産経営合

作，連合組織」）87万８千，農業生産サービ

ス業共同経営型（「生産服務合作，連合組

織」）が49万という。また，別の参考文献に

よれば，96年末には農村専業合作経済組織

が全国で約150万に達し，そのうち販売・購

買や加工事業等を経営する「経済実体型」

が約１割を占め，１社当たり規模は固定資

産額で８万５千元（１元＝約15円），事業取

扱高で２万８千元になるという指摘もある

（魏・張［2］， .107）。

　さらに，人民公社の解体によって誕生し

た合作制組織として，農村合作基金会と地

区（社区）性合作経済組織をあげることがで

きる。前者は，郷村の集団資金の管理から

派生し，実質的に貯金（出資）と貸付事業を

行う信用組合的組織である。96年には，行

政村レベルに２万4,602，郷鎮レベルに２万

1,217の組織で，総資金量1,083億元に対し

て融資実績（フローベース）が1,527億元に

なるという（斉［3］， .138）。一時，中国農

業部では，第二の農村信用合作社としてそ

の制度化をめざす動きもあったようだ。但

し，最近になって，主に都市部の合作基金

会で，乱脈融資や大きな不良債権問題が発

生したため，中央政府の強い指示で解散ない

し信用合作社への強制的統合が進められた。

　また，後者の地区性合作経済組織は，郷

村の農地や農業施設，集団企業，その他集

団財産の管理を行う。但し，農地管理機能

のみで村民委員会と一体化し経済実体を持

たない例も多い。94年に218万社で，うち村

級組織67万社，村民小組（集落）級151万社

であった（同上［2］， .24）。そして，98年

末には郷鎮級４万２千社（全郷鎮の95.5％），

村級64万８千社（全村の88.8％），村民小組

級155万８千社（全村民小組の37.5％）で，そ

の総資産額（土地等を除く）は約２兆５千億

元になるという（［4］， .6）。また，集団企

業や集団財産の所有権を村や地域住民の出

資持分化して，いわゆる「株式（股　）合作

制」に転換した例もある。農業部の関連統

計によると，95年末までに，全国農村株式

合作企業は約300万社になり，そのうち株式
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合作制に転換した旧郷村集団企業が18万社

で，その従業員数は791万人になるという

（魏・張［2］， .83）。なお，株式合作制企業

の一部には，90年代に入って，国有中小企

業や手工業合作社から転換した例もある。

　一方，都市においては，都市信用合作社

と消費合作社が展開している。前者は，85

年以降に，個人企業や集団企業を出資社員

として都市商工業への金融サービスを目的

に地方・中央都市に設立された。94年末に

は5,200社が存在していたが，人民銀行の指

示により，約２千社が株式会社形態の商業

銀行に転換している。そして，98年末では，

3,190社（うち県級都市信用社2,229社）で，

総資金量2,217億元に対して貸付金が1,500

億元の実績にあるという（尚［5］， .208

～209）。

　後者の消費合作社は，50年代初めまでは

大都市や工場地帯を中心に一定程度の展開

を見せていた。しかし，中央の方針で53年

から56年にかけて国営商業部門や供銷社に

すべて統合されてしまった。その後80年代

末になって，党中央の政策的支持により，

中華全国総工会の指導で労働組合（工会）系

列の職域消費組合が設立されていく。97年

末時点で，１万５千社，供給高13億元の実

績になるという
（注2）
。また，90年代半ば以降に

なると，供銷社系列の消費組合店舗が北京

や上海，天津等の大都市で点在的に設立さ

れてきている。但し，これらの都市消費合

作社の展開は，その歴史がまだ浅いことも

あって，一部の省や大都市での展開にとど

まっており，いまのところ社会経済的影響

力は小さい。

　以上のうちで，全国網羅的に展開してい

る合作社は農村信用社と供銷社である。前

者は，主に郷鎮（町村）レベルに設立されて

おり，98年末現在４万1,508社で，総資金量

１兆2,611億元に対して貸付金が8,340億元

という実績にある（尚［5］， .211）。但し，

連合会の形成は98年に県級レベル，99年で

地区（市）級レベルにとどまり，しかも本来

の単位組合の連合組織としてではなく，人

民銀行による信用社管理強化の機関にすぎ

ない。

　これに対し，後者の供銷社は，現在の中

国では，組織率や経済活動の規模・範囲，

地域的網羅性，系統組織性において最も発

達している。主な経営は，農産物の販売事

業や農業生産資材，生活用品の供給事業で

ある。全国供銷合作総社のパンフレットに

よれば，2000年現在で，公称社員数は約１

億８千万戸，系統職員数430万人，商品取扱

高4,409億元と紹介されている。また，他の

合作社と大きく異なる点は，各級行政段階

ごとに連合会があり，下級社を会員とする

ピラミッド型の全国系統組織を形成してい

ることである。具体的には，郷鎮（町村）レ

ベルに基層供銷合作社が２万８千社あり，

その連合組織として，県級供銷連合社2,100

社，地区・市級318社，省級31社となってい

る。そして，これら系統組織の中央指導機

関が全国供銷合作総社である。このような

組織形態は，農協－県連－全国連という日

本の系統農協組織と酷似している。

　（注1）　潘［6］によれば，供銷社及び信用社，社区
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　　合作社を伝統的合作社とし，農村専業合作組織を
新しい時代の合作組織として位置づけている。ま
た，魏・張［2］によると，新しい農村合作社とし
て，社区合作組織，合作基金会，株式合作企業，
専業協会を掲げている。魏・張の場合は，80年代
初めの人民公社解体によって登場した合作社を
言っており，他方，潘のいう「新しい」とは，90年
代に顕著に発展してきた合作社を言い当ててい
る。

　（注2）　日本生協連国際部が入手した関係資料によ
る。

　

　

　

　

　ところで，中国農業部系統の行政関係者

の間では，中央及び地方において，伝統的

合作組織の農村信用社や供銷社に比べて，

80年代に入って新たに登場してきた農村専

業合作経済組織に対する評価が高い。但

し，その名称や対象については，行政機関

はもとより農村経済研究者の間においても

統一していない。一般的には，農民（農村）

専業協会，農村（農民）専業合作社，農民技

術服務協会という表現が多いようだ。最近

では，農民専業協会の略称または日本の農

業協同組合をまねて，「農協」と呼んでいる

地域もある。そして，前述のように，農業

部「全国農村専業性合作，連合組織状況統

計総表」によれば，「専業協会」とは別に

「生産経営合作」及び「生産服務合作」とい

う分類もある。

　一方，地方では，専業「協会」と専業「合

作社」が同一内容で呼ばれている例もあれ

ば，別の対象を意味している場合もある。

また，現地政府の合作経済組織の登録や管

轄行政窓口も明確でなく，科学技術委員会

や民政局，工商局，農村経済管理局などま

ちまちである。このような混乱の直接的原

因は，中国の現行法律に「合作社」に関す

る組織ないし法人規定が無いためである。

いま，現在の登記条例のなかで，登記の対

象として掲げられている組織を示すと以下

の４つの法人である。

　まず，「企業法人」があり，全民所有制企

業，集団所有制企業，共同経営企業，外資

企業ないし外資合弁企業，私営企業，その

他企業に分かれる（「中華人民共和国企業法

人登記管理条例」第二条）。この企業法人のな

かには，有限責任公司（有限会社）と株式有

限公司（株式会社）が含まれる。ここで，合

作社は憲法第八条で「集団所有制経済」と

規定されていることから，「集団所有制企

業」として「企業法人」に含まれるとも解

釈できる。なお，登記の主管は国家及び各

級の工商行政管理局である。

　第二に「事業単位」があり，それは「国

家が社会の公益目的のために，国家機関あ

るいはその他組織が国有資産を利用して設

立し，教育，科学技術，文化，衛生等の活

動に従事する社会サービス組織」である

（「事業単位登記管理暫行条例」第二条）。その

規定に該当する企業形態は，日本の「特殊

法人」などに相応するかもしれない。そし

て，国務院及び県級以上地方各級人民政府

の機構編制管理機関が登記の主管である。

　第三に「社会団体」があり，それは「中

国公民が自ら設立し，会員の共同目的を実

現するために，定款に従って活動を展開す
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る非営利性の社会組織を指す」（「社会団体

登記管理条例」第二条）。また，「営利性の経営

活動に従事してはならない」（同，第四条）

と規定している。但し，「中国人民政治協商

会議」や「国務院機構編制管理機関によっ

て査定され，国務院から登記の免除を批准

された団体」，また，機関や団体，企業の内

部の活動団体である場合は本規定の登記範

囲に属さない（同，第三条）。このような特

徴から，合作社は「社会団体」の登記対象

にもなりうる。なお，登記管理機関は，国

務院及び県級以上地方各級人民政府の民生

部門である。

　第四に「民弁非企業単位」がある。これ

は，「企業事業単位，社会団体，その他社会

勢力及び公民個人が非国有資産を利用して

設立し，非営利性社会サービス活動の社会

組織」を言う（「民弁非企業単位登記管理暫行

条例」第二条）。そして，社会団体同様に「営

利性の経営活動に従事してはならない」

（同，第四条）と規定している。その登記管

理機関は，「社会団体」と同様に民生部門で

ある。

　中国の現行法律で，登記条例で認知して

いる法人は以上の４つであり，特に「合作

社」に関する法人規定はない。そして，現

行法規では，農村合作経済組織は複数法人

の登記条例の規定に該当する。例えば，「集

団所有制経済」という意味では「企業法人」

（集団所有制企業）に，「非営利性」の社会組

織としては，「社会団体」や「民弁非企業単

位」に該当する。これまでの経過から，供

銷合作社や消費合作社，農業生産合作社等

の場合は，「集団所有制経済」として位置づ

けられ，その所轄行政部門も工商管理部や

農業部系統等と明確である。

　一方，新興の農民専業合作社（専業協会）

の場合，そのなかには「技術研究会」や「技

術普及組織」など経済事業を経営しない組

織がある。そのため，上記の「社団法人」

や「民弁非企業単位」として，登記管理機

関が民生部門の例もある。そして，何らか

の事業を行う場合，納税の関係から工商管

理局に届ける必要があるという。

　このような混乱のもう１つの原因は，農

民専業合作社の育成に関して，供銷社系統

に加えて，農村経済管理部門や科学技術委

員会，農学会，農村貧困対策部署など多様

な行政機関がそれぞれ独自に推進してお

り，横断的な調整に欠けているためであ

る。　そして，　農民専業合作社に関する紹

介・報告・批評等の文献がおびただしいに

もかかわらず，農業行政関係者や農村経済

研究者の間で，農村合作経済組織の対象規

定に関連した言及は極めて乏しい。そこ

で，現在の中国における農村合作経済組織

の多様な展開を，企業形態的視点から類型

的にとらえてみよう。

　

　

　

　

　まず，農村合作経済組織を「継続的な事

業活動」の有無で，「合作社型」と「協会

型」に大きく分けてみよう。前者は，専従

職員や固定的施設・建物等の経済実体があ
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り，金融や農産物販売，生産資材購買等の

事業など，経常的な経済活動を行う共同組

織である。中国農業部系統の行政機関で

は，「技術サービス型」及び「経済実体型」

とも呼ばれている。

　他方の「協会型」は，経済的な事業活動

を伴わず，主に栽培技術等の研修会や講習

会等の生産者組織であり，関係行政機関で

は「技術交流型」と言われているタイプに

対応する。一般に，中国で「協会」の名称

を持つ組織は，行政との対応（政府への要請

や政策の浸透）機関である同業者（業界）組

織で，不動産協会，消費者協会などの社会

団体法人である。生産者の各種研修会は，

この「協会」の組織的性格に似ていると言

えよう。

　なお，農民戸籍を持つ者（農民）には，主

に農業生産に従事している専業的農家（専

業戸）と非農業従事が多い兼業農家とに分

けられる。従って，「協会型」はさらに，専

業戸の農業関連組織と兼業農家の非農業関

連の活動組織に形式的に分類されるが，実

際には後者の例は少ない。そこで，前者の

農業生産者組織を特に「農民専業協会」と

呼ぶことにしよう。

　他方，「合作社型」は，自己資本ないし剰

余金の所有・分配形態によって，「私有（個

人所有）型」と「公有（集団所有）型」に分

けられる
（注3）
。

　まず，「公有型」とは「集団所有制経済組

織」であり，「公積金」（内部留保）や「公益

金」（集団福利金）など社員個人に分割でき

ない集団財産（不分割基金）を形成する。ま

た，経営成果（剰余金）に対して利用配当は

無く，社員分配よりも集団基金の造成，あ

るいは，福利厚生や報償金などで従業員へ

の分配が優先される。

　この「公有型」は，特定作目生産の農民

に限定せず，地域に居住するすべての農民

が組織化の対象となり，後述の「専業」合

作社に対して「農村」合作社としての性格

を持つ。この類型には，農村信用合作社，

供銷合作社，地区性合作経済組織（郷鎮経済

連合社や村経済社等），また，郷村集団企業等

が出資（株式）制に転換した株式合作制企

業，2000年まで存続していた旧農村合作基

金会が該当する。そして，日本との対比で

は，組織の地域的網羅性と事業の多角的経

営の面から，供銷合作社は総合農協に似て

いると言えよう（但し信用・共済事業を兼営

せず）。

　これに対して，「私有型」は，合作社の純

財産や剰余金のすべてが各社員の持分に帰

属し，また，出資社員のみに出資配当や利

用配当の受益権がある。要するに，「私有

型」とは，社員が個人的に出資を契機とし

て合作社（財産）を所有・支配し，またその

経営成果を享受し，社員でない従業員や超

私経済的な郷村社会（政府）の支配を受けな

い。

　この「私有型」をさらに細分化してとら

えると，まず，社員＝利用者の協同組合で

ある狭義の「農民専業合作社」が分類でき

る。一般に，中国で「農業協同組合」（専門

農協）の形式を備えている合作組織はこの

類型に該当する。第二のタイプは，社員の
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生産ないし事業自体を共同（経営）化する

「生産（事業）合作社」であり，いわゆる労

働者生産協同組合に相応する。この類型は

さらに，その農業・非農業の区分や共同化

の対象によって，農業生産合作社（農業生産

共同組織），農業サービス事業合作社（農作

業受託組織や水利事業組合等），農村商工業

等合作社（いわば事業協同組合）に分かれ

る。また，出資構成において，「集団株」（集

団出資）の割合が低く，経営者持株比率の高

い「株式合作制企業」の一部もこの「私有

型」に含まれよう
（注4）
。

　以上の「私有型」の合作社は，特定作目

生産ないし事業を経営する農民の組織ない

し特定事業に特化した経済組織であり，必

然的に「専業」合作社となる。このように

して分類すると，農村合作経済組織の諸形

態は第２図のように整理できる。ここで，

農民専業協会と農民専業合作社とを総称し

て「広義の農民専業合作社」としよう。

　このような「私有型」と「合作社型」の

類型規定は，表現に違いはあるものの，朱

守銀の「合作経済組織と集団所有制経済組

織」の規定と共通する。朱（［7］， .936）

は，両者の相違を次のように指摘する。

　まず，「合作経済組織は，社員の個人資産

の協同を基礎に存立して規模経営を実行

し，また，加入した合作社資産に対する社

員の個人所有権・受益権を承認する」。これ

に対して，「集団所有制経済組織はその構成

員が形成した固定資産の全てを集団公有に

転換することを要求し，また，何人でも再

び集団資産に対する個人所有権を保有でき

ないことを規定している」という。

　また，「合作経済組織は個人資産が配当に

参加する権利を持っているのに対し，集団

経済は労働に応じた分配を実行する」。そし

て，「合作制経済組織では加入した社員のみ

がその権利を行使し義務を負担するが，集

団所有制経済組織はその管轄区域内の全て
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第2図　中国の農村合作経済組織の諸形態

(注)　筆者の整理による。なお，「農民専業協会」と「狭義の農民専業合作社」を総称
　　して「広義の農民専業合作社」とする。

農業生産者(専業戸)組織＝農民専業協会

非農業生産者組織
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の構成員が同等の権利を行使し義務を負担

する」と特徴づける。ここで，朱のいう「合

作経済組織」とは「私有型」で新興の専業

合作社を指し，「集団所有制経済組織」とは

「公有型」で供銷合作社や信用合作社等を意

味している。

　ところで，中国憲法では「公有型」（集団

所有制）のみが「合作社」として規定されて

いる。詳述すれば，中国の社会主義経済制

度の基礎は，生産手段の社会主義公有制に

あり，その「公有制」には「全民所有制」

（国有）と「労働大衆集団所有制」とがある

（憲法第六条）。そして，「農村の家庭生産請

負を主とする責任制と生産，販売・購買，

信用，消費等の各種形式の合作経済は，社

会主義労働大衆の集団所有制経済である」

（第八条，93年修正案第六条）とある。従っ

て，供銷社や信用社，消費社等は，集団所

有制経済として公積金や公益金，純財産は

社員に「不分割」である。そして，そのこ

とが，合作社の運営において地方政府が関

与する物的根拠にもなっている。この点に

おいて，合作社持分の私的所有を基本とす

る新興の専業合作社や専業協会の企業形態

とは大きく異なる。

　そこでまた，「合作社」の名称を憲法規定

の「集団所有制経済」に限定すれば，「私有

型」の新しい合作経済組織は，「研究会」と

か「協会」という別の名称を使用せざるを

得ない。あるいは，「合作社法」の制定に

よって，憲法第六条規定に当てはまらない

「私有型」を新たに「合作社」として法的に

認知する必要がある
（注5）
。

　但し，不分割基金（集団財産）を否定した

合作社を法的に認めるかどうかは，農村に

おける「社会主義的分配」と関係して微妙

な問題がある。具体的には，供銷社や地区

性合作経済における「集団所有制」要素の

否定は，国営企業の民営化改革と同様に，

中国社会主義経済における公有制セクター

の縮小につながる。大都市部や沿海地区の

経済発展地域はともかく，貧困地区の多い

西部地域では農村の厚生経済や社会資本整

備が大きく遅れており，そこでの集団経済

の縮小や否定は慎重にならざるを得ないで

あろう。

　ここで，集団所有制経済の超私経済性（社

会性）とは，その分配方式に特徴がある。い

ま，集団所有制の代表として村経済合作社

を取り上げてみよう。村合作社の納税後の

剰余金分配に関して，村経済合作社の財務

管理のテキストではその分配優先順位を次

のように規定している（徐［8］， .73～74に

よる）。

　①「公積金」

　公積金は生産の発展への利用，あるいは

資本増強や欠損補填に向けることも可能で

ある。

　②「農業発展基金」

　農業発展基金は農業投資の増大に専用さ

れ，無償投資や有償の運転資金として使用

することができる。

　③「公益金」

　公益金は集団福利等の公共施設や学校，

医療センター，福祉院，映画施設，水道設

備，幼稚園等の建設に使用する。
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　④「福利費」

　福利費は集団の福祉，文教，衛生等の方

面で，設備投資以外の支出項目に利用し，

革命烈士軍属や貧困者への生活保障支出，

計画生育の支出，社員の公務上の傷害に対

する医療費，生活補助及び救済金に充て

る。

　⑤「外部からの投資に対する利益配当」（外来投

資分利）

　⑥「農家分配」

　村経済合作社の集団統一経営に参加し

て，剰余金から支払うべき労働報酬（一種

の利用配当）や出資配当を含む。

　⑦その他

　村経済合作社の当年度収益から負担すべ

き郷鎮政府の税外徴収（統　費）などであ

る。

　以上の②～④，⑦が「公有型」合作社の

集団所有制経済としての特質を表してい

る。要するに，村経済合作社は利用者（出

資）社員の私的利害を越えて，村内経済全体

の発展及び地域住民一般に対する福利厚生

の責務を負っている。

　このような特徴は，程度の差あれ供銷合

作社の場合にも見られる。例えば，江蘇省

の灌雲県供銷社の社史［9］によると，剰余

金の分配対象は歴史的に変化しているもの

の，時代を通して剰余金のかなりの部分が

「教育基金」「生産者助成金」「施設建設基

金」「公益金」の名目で，郷村内の福利厚生

や社会投資に充てられていた。供銷社の場

合も，単なる社員の私経済的利害を越え

て，郷村地域社会に帰属しているという「集

団所有制経済」としての特質を帯びている

のである。

　ところで，世界的には「私有型」の協同

組合が一般的である。但し，協同組合の解

散時に，残存財産・積立金等を組合員個人

に「不分割」とする「社会資本」説は，現

在でもドイツやフランスの協同組合に見ら

れる。また， 国際協同組合連盟（ ）の

マンチェスター大会（1995年）で，「協同組

合のアイデンティティに関する 声明」

が決議され，そのなかで新しい協同組合原

則が示された。その第３原則「組合員の経済

的参加」で，「協同組合資本の一部」を組合員

に不分割の共同資産とし，また「剰余金の一

部」を不分割の積立金に充てることを初め

て示した。これは，労働者生産協同組合系統

が原則への導入を要望していた内容であ

る。

　この「不分割積立金」原則は，組合員の

加入脱退による自己資本の変動を抑制する

意義と，協同組合（資本）の公益性や社会性

（社会資本説）を強調したものと理解されて

いる。後者の「社会性」に，協同組合におけ

る社会主義（共同体）思想の片鱗を見ること

ができる。この点は，中国の「公有型」合

作社の「不分割」制度と思想的につながる

部分である。但し，農民専業合作社こそ本

来の協同組合に近いと評価する中国の農村

経済研究者にとって，この新 原則の「不

分割積立金」制度に対しては戸惑いを見せ

ているようだ
（注6）
。

　（注3）　この２つの類型規定は，潘勁の「公有型合作
社」と「私有型合作社」の分類とほぼ同じである。
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　　氏によると前者は，「生産手段の集団所有を基礎
として，集団企業のように社員と合作社に市場取
引関係は存在しない」。後者は，「生産手段の私有
を基礎に，社員の私有財産権が留保されている」
と特徴づける（潘［10］，p.401）

　（注4）　現実に展開している「株式合作制企業」で
は，その所有・決定・分配形態は多様である。そ
の企業形態的特質と展開形態の多様性について
は文献［12］～［14］が詳しい。

　（注5）　中国農学会でのヒアリング（2000年９月現
在）によれば，農民専業合作社の規範化を目的と
した合作社法の制定について，農業部内に専門委
員会を設けて検討しているという。

　（注6）　張暁山は，新ICA原則の「不分割積立金」に関
連して，中国では農村合作社に対する農民の財産
権の要求が強いという。その背景として次のよう
な点を指摘する。まず，これまで農民の集団財産
が政府（幹部）によって奪われてきたという歴史
に対する反発がある。２つに，退会するとき，会員
のいままでの貢献分の補償を求めたとき「不分割
積立金」原則と衝突する。３つに，古い会員と新し
い会員とでは合作社への貢献度が違う。４つに，
中国では専業合作社の系統組織は未整備なの
で，解散時の「不分割基金」の処置が難しいとい
う（張［11］，p.17～29）。

　

　

　

　

　ここで，80年代から登場してきた農民専

業合作経済について，さらにその展開形態

の特徴を類型的にとらえてみたい。まず，

農民専業合作経済の類型については，潘勁

（中国社会科学院農村発展研究所）の下記の３

つの分類がある（潘［10］， .397）

　①「協会型」

　主に専業的農民が技術サービス，生産，

加工，運送，販売等の連携によってつくら

れた社団的な合作経済組織である。このよ

うな協会は営利を目的とせず，利益関係は

ややルーズで，主に主要農産物の導入・発

展において，農民に対して「産前，産中，

産後」のサービスを提供する。

　②「専業合作社型」

　一定の展開を経た大きな専業協会のう

ち，相応の合作社の条件を備え，国際協同

組合原則と符合する専業合作社になってい

る。

　③株式合作型農企業

　何戸かの専業的農家が資本と労働を提供

してつくったもので，出資配当と労働分配

を結合させ，一種の新しい農民合作経済組

織の形態でもある。

　以上の規定は厳密でないが，上述の「農

民専業協会」「農民専業合作社」，農村「株

式合作制企業」とほぼ照応すると言ってよ

い。また，前述の農業部「全国農村専業性

合作及び連合組織状況統計表」によれば，

農村専業合作経済組織は，「生産経営合作」

「生産服務合作」「専業協会」の３つに分類

集計されている。この農業部統計と前掲第

２図の規定とをあえて対応させると次のよ

うになる。

　まず，「生産経営合作」は，さらに「農業

生産合作社」と「農村商工業等合作社」に

分けられる。また，「生産服務合作」には

「農業サービス事業合作社」に相応する。そ

して，「専業協会」には，「農民専業協会」

と「農民専業合作社」「株式合作制企業」（一

部）が含まれる。

　これらの合作組織のうち，新技術導入の

研修会組織である「農民専業協会」と生産

資材の共同購入や農産物共販，さらには加

工事業等という「農民専業合作社」が利用
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協同組合としての性格を持つ。但し，実際

の運営形態の内実においては，必ずしも協

同組合的特質を備えていると言えない。こ

こで，具体的現実の視点から，特に狭義の

「農民専業合作社」に限ってその展開形態の

多様性をさらに細かく分類してみよう。そ

のさい，専業社の組織化の担い手は，先進

（竜頭）企業や先進大規模農家，供銷社系

統，県・郷政府などがある。そこで，この

組織化主体の視点から組織形態の性格を特

徴づけてみよう。

　１つは，県・郷鎮政府や村等の主導に

よって組織され，その経営者のほとんどは

行政幹部が兼任しているような専業社であ

る。これを「郷村集団企業型」と呼んでお

こう。２つは，供銷社の先導によって設立

され，生産資材供給や農産物販売，資金及

び人材面において供銷社と結びつきの深い

専業社を「供銷社系列型」としよう。３つ

は，郷鎮企業や国営企業等の原料農産物生

産の下請組合であるような組織で，これを

「企業インテグレーション型」と呼ぼう。４

つ目に，技術革新の先覚者や篤農家によっ

て先導され，実質的にはその大規模専業戸

が運営するような企業的専業社を「個人企

業型」としよう。そして最後に，どの先導

者の設立であれ，協同組合的な規範によっ

て実質的に運営されている農業協同組合的

な専業社を「農協型」と呼ぶことにしよう

（以上は前掲第２図に示す）。

　これらの諸類型がそれぞれどの程度，展

開しているかについては，統計的に確認で

きる資料を持たない。但し，これまでの関

連文献や調査報告資料等から散見する限

り，現状で最も代表的な展開形態は，地域

政府によって先導された「郷村集団企業

型」のように思われる。一般に，農民専業

協会や農民専業合作社の発展にとって，多

様な面で地方政府の支援や保護が必要であ

る。張暁山はその根拠として次の３つを指

摘する（張［11］， .17～29）。

　まず，合作社法が無いため法に依拠でき

ず，政府幹部の指導（人治）に依存せざるを

得ない。第二に，要素市場が未発達な現状

では，自分で各種生産要素を調達しようと

するとき，その取引コストは膨大になる。

政府が介在することによってそのコストを

節約することができる。例えば，専業合作

社が市政府から土地使用権を購入しようと

すれば，市計画委員会の主管部門をはじ

め，財税部門，審計部門，市規画管理局，

土地管理部門，国土資源管理部門等々の約

30の公印を必要とするという。

　さらに第三に，農民の教育水準・文化的

素質の低さや末端行政の官僚本位的管理体

制の弊害が，合作社の指導者の登場を阻害

しているという。他方，市場経済下では有

能者は営利経済で名利を追求しようとす

る。そこで，地方政府が地域全体的な農業

発展の観点から，合作経済のリーダシップ

を取って行く必要があるという。

　このような点から，農民専業合作社の育

成や普及・拡大にとって，地方政府がその

運営に直接関与する「郷村集団企業型」が

最も現実的な展開形態となりやすい。但

し，地方政府の支援や保護は「経営干渉」
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と裏腹であり，幹部の経営姿勢によっては

本来の「農協型」の合作組織とはほど遠い

状況になる。実際にも，「郷村集団企業型」

及び「企業インテグレーション型」の場合，

仮に協同組合原則を取り入れた定款（章

程）が制定されていてもそれは名目的で，

実際には「疑似」協同組合である例が多い
（注7）
。

同様の問題は，供銷社系列の農民専業社の

場合においても存在すると推測される。

　以上のように，農民協同組合としての内

実を備えた農民専業合作社（農協型）の展開

は，現状ではごく一部にとどまると言えよ

う。農業部や農村経済研究者の間では，供

銷合作社に比べて農民専業合作社の合作性

が高く評価されているのだが，現状の多く

は供銷社と似たような問題を抱えている
（注8）

。

従って，既存の専業合作社が本来的な協同

組合へと展開しようとするとき，行政干渉

の抑制や合作社法の制定など，程度の差あ

れ，供銷合作社の場合と共通する課題に直

面していると言えよう。

　（注7）　2000年７月10日から22日にかけて，筆者が
黒川功教授（北海道大学）科研グループととも
に，江蘇省東台市及び高郵市の農民専業合作組織
をいくつか視察した。そのさい，両市内の農民組
織として最大の養蚕合作社に関しては，形式的に
は協同組合的な機構と定款を備えていたが，その
実体は国営シルク公司（民営化に改革中）に原繭
を納入する下請け生産組織であった。そのほか，
「協会」という名称でも，実際には農水産物販売ブ
ローカー（経記人）の組織であったり，協同組合
とはほど遠い事例が数多く見られた。

　（注8）　現在の農村供銷社は，経営収支の悪化問題

と農民合作性の喪失という経営体制上の問題を
抱えている。詳しくは拙稿［15］を参照された
い。
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